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第１章 総  則 

 

(本規則の目的) 

第 １条 この規則は、協同組合エムビー・ネットワーク(以下「甲」という。)の組合

員(以下「乙」という。)が、東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、

及び西日本高速道路株式会社（以下「三会社」という）が定める大口多頻度割引

制度を利用するために行う共同利用事業に関し、必要な事項を定めるものである。 

２．大口多頻度割引制度とは、三会社が発行するＥＴＣコーポレートカード（以下

「ＥＴＣカード」という。）を利用して、三会社が管理する高速自動車国道及び

一般有料道路のうち、三会社が指定するもの（以下「高速国道等」という）を通

行し、１ヶ月分の利用料金を一括して別途定める割引きを得て、翌月末日迄に支

払いする後納制度をいう。 

３．ＥＴＣカードは、前項に定める高速国道等のほか、本州四国連絡高速道路株式

会社が管理する本州四国連絡道路、首都高速道路株式会社が管理する首都高速道

路、阪神高速道路株式会社が管理する阪神高速道路及び公社等（地方道路公社、

又は都道府県もしくは市町村である道路管理者）が管理する道路のうち公社等が

指定する道路において、無線通信により通行料金の支払いに必要な手続きを自動

的に行うシステム（以下「ＥＴＣシステム」という。）を利用することにより、

通行料金の支払いに利用することができる。 

 

(ＥＴＣカードを利用できる人・車両) 

第 ２条 ＥＴＣカードは、１年間を通じて高速国道割引対象額が車両１台当り月平均

３万円以上利用する見込みがある場合、乙に発行される。 

２．ＥＴＣカードを利用できる人及び車両等は次の通り。 

(１) 利用できる人 乙及びその使用人並びにその他の従業員 

(２) 利用できる車両 自動車検査証の所有者欄、又は使用者欄に記載されて

いる名義が乙の名義と同一であり、且つ適正にセット

アップされた車載器を搭載している車両 

３．第１項の定めにかかわらず、ＥＴＣカードの利用申込をする者が次の各号のい

ずれかに該当する場合は、利用申込はできない。 

（１）第２１条第４項の定めにより、ＥＴＣカード利用の承諾を取り消された日か

ら規定の期間が経過していないとき。 

（２）既に、三会社のうちいずれかの会社より直接、又は他の事業協同組合経由で

ＥＴＣカード利用の承認を受け使用しているとき。 

（３）三会社のうちいずれかの会社に対して、道路法（昭和２７年法律第１８０号）

第５８条第１項の定めにより負担させることとした債務（以下「原因者負担金」

という）を有しており、かつ、その履行を終えていない場合で、三会社のうち
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甲がＥＴＣカードの利用申込を行う会社（以下「窓口会社」という）が、ＥＴ

Ｃカード利用申込を受け付けないことが適当であると認めたとき。 

（４）三会社が管理する道路で車両制限令（昭和３６年政令第２６５号）に違反し

た場合で、窓口会社がＥＴＣカードの利用申込を受け付けないことが適当であ

ると認めたとき。 

（５）乙自身の行為が原因で、加入していた事業協同組合が割引停止、利用の停止、

利用承諾の取消等を受けた場合で、その処分の期間が経過していないとき。 

（６）その他、窓口会社あるいは甲によって、後納料金等の支払いが困難である等

ＥＴＣカードを利用することが不適当であると判断されたとき。 

４．第１項の定めにかかわらず、乙の高速国道割引対象額が連続３ヶ月以上車両１

台当り月平均３万円を下回る場合、又は乙の特定の車両が連続３ヶ月以上月平均

２万５千円を下回る場合には、利用取り消しを含め、甲の指示にしたがうものと

する。 

 

 

第２章 利用手続き・ＥＴＣカード管理 

 

(ＥＴＣカード利用申請) 

第 ３条 ＥＴＣカード利用申請者は、三会社の定める大口多頻度割引制度の内容・割

引率等を理解のうえ、次の書類を甲に提出する。 

（１）コーポレートカード利用申請書（様式２） 

（２）登録車両明細表（様式４） 

（３）登録車両の自動車検査証の写  

（注）車検有効期限１ヶ月以上あるもの 

（４）預金口座振替依頼書 

 

（ＥＴＣカード利用資格審査・承認） 

第 ４条 甲は、甲の理事会が定める委員会において（以下「審査会」という。）にお

いて、ＥＴＣカード利用申請者の利用資格を審査する。 

２．審査会で申請者の資格が確認され次第、甲は窓口会社に対し利用申請を行い、

申請者に対するＥＴＣカードの発行通知をもってＥＴＣカード利用資格の正式

承認とする。 

３．乙は、前条にて提出した申請書類内容に変更があった場合は、甲に届出事項変

更届（様式５）、或はコーポレートカード登録車両変更届（様式１１）を速やか

に提出しなければならない。 
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（預託金） 

第 ５条 乙は、ＥＴＣカード受領時迄にその利用予想月額の１ヶ月分を現金で甲に預

託するものとする。なお、その後の預託金額の調整・取扱については第２０条に

規定する。 

２．乙は、預託金（追加預託金を含む）の請求を受けた日から１４日以内に、甲に

預託金の預入れをしなければならない。なお、預託金は無利息とする。 

３．甲は、第１３条の定めによる解約手続き完了後に預託金を一括返還する。 

４．預託金預入れの振込手数料は乙、返還にかかる振込手数料は甲の負担とします。 

  ５．乙は、預託金を第三者へ貸与し、譲渡し、質入し、又は担保に供することはで 

きない。 

 

（ＥＴＣカードの発行・貸与・利用方法） 

第 ６条 ＥＴＣカードは、三会社により甲を経由し乙に発行・貸与されるものであり、

所有権は三会社に帰属する。 

２．乙は、新たなＥＴＣカードの貸与を受けたときは、第１９条に定める手数料を

甲に支払うものとする。 

３．ＥＴＣカード利用者は、コーポレートカード登録車両明細表（様式４）記載の

車両番号とＥＴＣカード番号の一致を確認のうえ、ＥＴＣカードを使用しなけれ

ばならない。なお、車両番号に変更があった場合、又、車両入替があった場合は、

直ちにコーポレートカード登録車両変更届（様式１１）に自動車検査証の写を添

えて甲に提出するものとする。届出を行い、窓口会社から承認された場合は、新

たなＥＴＣカードの引渡しを受ける前までの間、一時的に旧ＥＴＣカードを利用

することができる。 

４．ＥＴＣカードを第三者へ貸与し、譲渡し、質入し、又は担保に供することはで

きない。 

５．ＥＴＣカードは、ＥＴＣシステムを利用しようとする場合においては、省令第

２条第２項により定めた利用規定（「ＥＴＣシステム利用規程」及び「ＥＴＣシス

テム利用規程実施細則」をいう。）に従って通行することにより、通行料金の支払

いに利用することができる。 

６．ＥＴＣカードは、前号に定めるほか、利用する道路、又は道路の区間の始点か

ら終点迄にある料金所に「ＥＴＣ」、又は「ＥＴＣ専用」いずれの表示もない車線

を通行し、かつ、通行する料金所において、通行券が発行される場合にあっては

通行券を受け取り、係員から通行料金の請求を受ける場合にあってはＥＴＣカー

ド（通行券を所持している場合は、通行券及びＥＴＣカード）を係員に提出する

ことにより、通行料金の支払いに利用することができる。 

７．乙のＥＴＣカード利用者は、ＥＴＣシステムを利用して通行料金の支払いをす

る場合、｢ＥＴＣシステム利用規程及び実施細則｣を遵守すること。 
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８．ＥＴＣカードは絶対に改変・変造等してはならない。又、破損し、摩耗し、変

形（以下「破損等」という。）した場合は、使用せず直ちに第１１条の規定に従い

差発行の手続きを行うこと。 

９．ＥＴＣカードを他の車両の通行料支払いに使用してはならない。（絶対に１枚の

ＥＴＣカードで、同時に複数台の車両の通行料金支払いをしてはならない）。 

１０．乙は、三会社のうちいずれかの会社あるいは甲から指導、警告を受けた場合は、

直ちにこれに従い是正すること。なお、三会社のうちいずれかの会社より警告を受

けた場合は、必ず且つ速やかに甲に報告すること。 

１１．三会社のうちいずれかの会社がＥＴＣカード、又は自動車検査証の提示を求めた

場合は、速やかにこれに従うこと。 

１２．乙は次に掲げる事項について、三会社に協力すること。 

（１）交通事故防止・交通マナーの向上に努めること。 

（２）車両制限令の遵守並びに三会社等が必要と認める事項。 

（３）原因者負担金の速やかな支払い。 

 

(ＥＴＣカードの管理) 

第 ７条 乙は、甲との連絡窓口責任者として１名、又、社内カード管理責任者として

１名を定め、甲に届け出るものとする。 

２．ＥＴＣカードは、三会社と甲との契約に基づき乙が共同利用しているものであ

り、ＥＴＣカード利用者一人の不注意・不法行為が乙の連帯責任、即ち甲として

の責任となる。この点を充分に認識し、乙及び乙の社内カード管理責任者は、そ

の使用人並びにその他の従業員に対し本規則の徹底とＥＴＣカードの正しい使

用方法を常に教育・指導しなければならない。 

 

(ＥＴＣカードの有効期間・期限の延長) 

第 ８条 ＥＴＣカードの有効期間は、ＥＴＣカードの貸与を受けた日から、ＥＴＣカ

ードに明示してある交換期限迄とする。 

２．乙は、引続きＥＴＣカード利用を希望する場合、ＥＴＣカード交換期限の６ヶ

月前迄に甲の指示する延長手続きを行うものとする。 

３．新しいＥＴＣカードの引き渡しを受けた日から２週間以内に、旧ＥＴＣカード

にコーポレートカード返却届（様式８）を添えて直接、又は書留郵便・宅急便で

甲に返却する。 

 

(ＥＴＣカードを亡失したとき) 

第 ９条 紛失、盗難等によりＥＴＣカードを亡失した場合は、直ちに最寄りの警察へ 

   届け出し（受理番号を受け取る）、甲にコーポレートカード紛失届（様式６）を

提出する。 

 



 - 5 - 

２．紛失、盗難に伴ってＥＴＣカードの再発行が必要となった場合は、コーポレー

トカード紛失届（様式６）を提出した日から起算して１ヶ月以内に限り再発行の

申込みができる。この場合、コーポレートカード再発行申込書（様式９）と、自

動車検査証写を甲に提出し、再発行手数料として１枚につき６２９円を支払う。 

３．本条第１項の定めによりＥＴＣカード紛失届提出後、盗難・紛失したＥＴＣカ

ードが発見された場合、直ちにコーポレートカード発見届（様式７）を甲に提出

する。この場合、甲の使用許可があるまで発見されたＥＴＣカードを使用しては

ならない。 

４．本条第２項の定めによりＥＴＣカードの再発行手続き中に亡失したＥＴＣカー

ドを発見した場合、速やかに発見したＥＴＣカードにコーポレートＥＴＣカード

発見届（様式７）とコーポレートＥＴＣカード返却届（様式８）を添えて甲に返

却する（発見したＥＴＣカードは、絶対に使用してはならない）。 

５．ＥＴＣカードの亡失したことにより生じる一切の責任は、本条第１項の届出の

有無及び亡失事由のいかんにかかわらず、ＥＴＣカード利用者が負う。 

 

(ＥＴＣカードの追加発行) 

第１０条 乙は、増車によりＥＴＣカード追加の必要が生じた場合は、追加発行申請を

することができる。 

２．この場合、乙はコーポレートカード追加発行申請書（様式３）にコーポレート

カード登録車両明細表（様式４）と自動車検査証の写２通添付して甲に提出する。 

３．乙が、第１９条の定めにより割引率の減額・割引停止・ＥＴＣカード利用停止

等の処分を受けている期間は、ＥＴＣカード追加発行申請はできない。 

 

(ＥＴＣカード変形・摩耗・破損時の再発行手続き) 

第１１条 ＥＴＣカードが破損等により使用できなくなった場合、又は窓口会社が必要

と認めた場合、当該ＥＴＣカードを甲に返却のうえ、必要に応じ再発行手続きを

行う。なお、亡失時の再発行手続きについては第９条第２項による。 

２．乙は、ＥＴＣカードが破損等により使用に耐えられなくなった場合、破損等し

たＥＴＣカードにコーポレートカード返却届（様式８）を添えて、甲に直接、又

は書留郵便・宅急便にて返却する。 

３．三会社料金所において再発行依頼書を発行された場合、コーポレートカード返

却届（様式８）と当該ＥＴＣカードに添えて、甲に提出する。 

４．ＥＴＣカード返却により再発行が必要になった場合、コーポレートカード再発

行申請書（様式９）を甲に提出し、ＥＴＣカードの再発行を受けることができる。 
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(ＥＴＣカードの返却) 

第１２条 乙は、次の各項のいずれかに該当する場合、コーポレートカード返却届（様

式８）とともに、直ちに当該、又は全カードを直接、又は書留郵便・宅急便にて

甲に返却しなければならない。 

（１）事業廃止、減車・車両入替等乙の事由によりＥＴＣカードの一部、又は全

てが不要となったとき。 

（２）第８条に基づくＥＴＣカードの交換期限が過ぎたとき。 

（３）第２１条第３項の定めにより、ＥＴＣカード利用停止処分を受けたとき。 

（４）第２１条第４項の定めにより、ＥＴＣカード利用承諾の取消処分を受けた

とき。 

（６）ＥＴＣカード利用資格がなくなったとき。 

（７）コーポレートカード紛失届（様式６）を提出し再発行を受けた後にＥＴＣ

カードが発見されたとき。 

 

(ＥＴＣカード利用解約手続き) 

第１３条 ＥＴＣカード利用を解約する場合は次の手続きに従うものとする。 

（１）乙は、２ヵ月前までにコーポレートカード利用解約届（様式１０）を甲に

提出し、利用終了後ＥＴＣカードを速やかに直接、又は書留郵便・宅急便に

て甲に返却する。 

（２）甲は、乙とのＥＴＣカード通行料金等に関する債権債務を精算し、預託金

を乙に返却する。 

 

 

第３章 後納料金等・預託金調整について 

 

(利用料金の割引) 

第１４条 乙は、甲が別途定めた利用金額別割引率に基づいて、毎月の利用料金の割引 

を受けることができる（割引後の金額を、以下「後納料金」という）。但、甲が

三会社等より契約単位割引の適用を受けられない場合、乙は割引の一部を受け

ることができないものとする。 

２．甲は、本条第１項記載の利用金額別割引率を、三会社の規定変更により、ある

いは甲の組合運営上の事由により、甲の理事会の承認を得て変更することができ

ます。 

３．甲が三会社のいずれかの会社より、警告・割引停止･利用停止等処分を受けた

場合の割引率、割引の有無等については第２２条の規定による。 
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(後納料金等の支払い) 

第１５条 乙は、次のいずれかの方法により後納料金・ＥＴＣカード取扱手数料・再発

行手数料等（以下「後納料金等」という）を甲の指定する期日迄に、甲の指定す

る銀行口座に支払うものとします。なお、指定する期日が銀行の休業日に当たる

場合は、その前営業日迄にとする。 

（１）銀行自動振替の場合 利用月末締め翌々月５日引き落とし 

（２）振込の場合   利用月末締め翌月末振込（振込手数料は乙の 

                  負担とする。） 

 

（支払の督促、カード割引・利用停止） 

第１６条 甲は、乙がＥＴＣカード通行料金等の支払をしない場合は、書面により支払

を督促するものとする。 

２．甲は、乙が本条第１項の督促にもかかわらず督促支払期日迄にＥＴＣカード通

行料金等の支払を行わない場合は、乙のＥＴＣカードの翌月の割引率を３割減額

する。 

３．甲は、乙が２回目の督促にもかかわらず督促支払期日迄にＥＴＣカード通行料

金等の支払を行わない場合は、乙のＥＴＣカードの利用を停止する。 
 

（延滞金） 

第１７条 甲は、乙が前条に定める督促にもかかわらず、ＥＴＣカード通行料金等の支

払を行わない場合は、当該督促支払期日の翌日から支払の日迄の日数に応じ未払

ＥＴＣカード利用料金等に年利１４．６％の割合を乗じて計算した額を、延滞金

として追加徴収する。 

 

（期限の利益喪失） 

第１８条 乙は、次の各号のいずれかに該当した場合は、甲に対する後納料金等を含む

全ての債務について、当然に期限の利益を失うものとします。 

（１）破産もしくは特別精算の申立てを受けたとき、又は自らこれらの申立てを

したとき。 

（２）会社更正、会社整理もしくは民事再生の申立てを受けたとき、又は自らこ

れらの申立てをしたとき。 

（３）甲に預託している預託金について差押、仮差押、保全差押もしくは仮処分

の申立て、又は滞納処分を受けたとき。 

２．本条第１項に掲げる以外の場合で、甲が第２１条第４項の定めによりＥＴＣ

カード利用の承認取消をしたとき。 

 

（ＥＴＣカード取扱手数料） 

第１９条 乙は、甲が窓口会社から請求を受けるＥＴＣカード取扱手数料を次の通り、

甲に支払う。 

（１）乙は、毎年４月１日において貸与を受けているＥＴＣカード取扱手数料と
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して、ＥＴＣカード１枚当たり６２９円を４月通行料等とともに甲に支払う。

なお、当該年度（４月１日～翌年３月３１日）の途中に新たに貸与を受けた

場合も、上記金額を貸与時に支払うものとする。 

（２）カードの亡失・破損、車両の入替等により再発行を受ける場合は、再発行

手数料としてＥＴＣカード１枚当たり６２９円をカード引渡月の翌月に支

払うものとする。 

２．乙は高速国道割引対象額２万円以下のＥＴＣカードには、カード管理料とし

て７３４円/枚/月のＥＴＣカード管理手数料を支払うものとする。 

３．取扱手数料は、ＥＴＣカード利用の解約、一部返却、亡失等事由の如何にか

かわらず返還されない。 

 

（預託金の調整・取扱） 

第２０条 甲は預託金の見直し・調整を次の通り行う。 

（１）原則毎年１月及び７月に、過去６ヶ月間の平均利用月額と預託金額の間の

過不足を算出し、３０％、又は３万円（どちらか小さい方）以上の過不足を

生じた場合は、甲はこの間の平均利用月額と最高利用月額を勘案し、最高利

用月額を限度として預託金額を決定し、追加預託金の請求、又はその超過分

の返還を行うことができる。 

（２）前項の規定にかかわらず、利用月額が預託金額の２００％以上、又は過去

３ヶ月間の平均利用月額が預託金額の１５０％以上で、かつ預託金不足額が

３万円以上の場合は、乙に事情を問い合わせのうえ、過去６ヶ月間の利用実

績を勘案し預託金額を調整し、追加預託金の請求を行う。 

（３）乙は、追加預託金額を現金で甲に預託するものとする。但し、一括での支

払いが困難な場合は、毎月の利用料金から得られる割引を追加預託金額まで

甲に積み立て、支払いに充てる。 

２．甲は、乙が、次の各号のいずれかに該当する場合は、預託金をもって甲の債権

の回収に充当することができる。 

（１）後納料金等の支払いを、本規則通り行わないとき。 

（２）本規則に違反し甲に損害を与え、その支払いがなされないとき。 

３．次の各号のいずれかに該当する場合は、甲は乙との債権債務を精算のうえ、３

０日以内に預託金を返還する。 

（１）甲が解散したとき。 

（２）甲が大口多頻度割引制度の共同利用事業を止めたとき。 

（３）乙がその利用資格を喪失し、第１２条に定められたＥＴＣカードの返却手

続きを完了しているとき。 
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第４章 大口多頻度割引制度利用規則違反処分に関して 

 

（規則違反処分） 

第２１条（割引率の減額） 乙が次の各号のいずれかに該当する場合、定められた割引 

率を減額する。 

（１）ＥＴＣカードを紛失・盗難・滅失等により１年に２回亡失した場合及び第

５条、又は第１５条に違反し甲の文書による督促を受けた日から５日以内に

支払いがなされない場合は、翌月の割引率を３割減額する。 

（２）第６条第３項、第７項に違反した場合、翌月の割引率を５割減額する。 

２．（割引停止） 乙が次の各号のいずれかに該当する場合、１年以内の期間を定

めて割引を停止する。 

（１）ＥＴＣカードを表示された車両以外の車両に利用したとき。 

（２）ＥＴＣカードを、ＥＴＣカード利用者以外の者に利用させたとき。 

（３）ＥＴＣカードの利用の有無にかかわらず、不正な方法で通行料金の全部、

又は一部の支払いを免れ、又は免れようとしたとき。 

（４）車両制限令に違反した場合、又は車両制限令に違反して有罪の裁判が確定

したとき。 

（５）本利用規則の定めに違反する行為をしたとき。 

（６）ＥＴＣカード利用者として不適当な行為をしたと三会社あるいは甲が認め

たとき。 

３．（ＥＴＣカード利用停止） 乙が次の各号のいずれかに該当する場合、１年以

内の期間を定めてＥＴＣカードの利用を停止、又はＥＴＣカードを窓口会社に返

却する。なお、利用停止処分の間、乙はＥＴＣカードを全て甲に引き渡し、甲が

当該ＥＴＣカードを保管する。又は、窓口会社へ返却する。 

（１）本条第２項に該当する行為をした場合で、その情状が重いとき。 

（２）セットアップした車載器を正当に保有しないことが判明したとき。 

（３）三会社のうちいずれかの会社に対し原因者負担金の債務を有することにな

り、かつ、その履行をしないとき(ただし、債務発生時から1年を経過してい

ない場合及び債務発生時から1年を経過しており、かつ、その履行を終えて

いないことについて三会社がやむを得ない事情があると認めた場合は、この

限りではない)。 

（４）甲の督促にもかかわらず、第５条、又は第１５条の支払いがなされない等

これらの支払いが危ぶまれる事由が発生したとき。 

（５）第１６条第１項に該当したとき。ただし、申立て前及び申立て以後の後納

料金等を支払うことが確実であると甲が認めた場合はこの限りではありま

せん。 

（６）連続３ヶ月以上ＥＴＣカードを利用しない場合で、甲が、甲自身で当該Ｅ
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ＴＣカードを保管したほうが適当と判断したとき。 

（７）本規則に違反する行為をし、その情状が重いとき。 

（８）ＥＴＣカード利用者として著しく不適当な行為をしたと三会社あるいは甲

が認めたとき。 

４．（ＥＴＣカード利用資格の取消） 次の各号のいずれかに該当する場合、Ｅ

ＴＣカード利用の資格が取り消される。この場合、第１６条の定めにより、乙

は直ちに甲に対する債権債務の精算を行い、速やかにコーポレートカード返却

届（様式８）を添え甲にＥＴＣカードを返却する。なお、ＥＴＣカードの再申

請を希望する場合でも、下記第１号に該当する場合は取消後１年間、その他の

場合は取消後３年間経過していない場合は再申請ができない。 

（１）本条第３項第３号の定めによりＥＴＣカードを利用することができなくな

った場合で、ＥＴＣカードを利用することが出来なくなった日から１年以内

に原因者負担金を支払わないとき。 

（２）第２条第２項の定めによりＥＴＣカードを利用することができない者が不

正な手段によりＥＴＣカード利用者となったとき。 

（３）本条第３項の定めによりＥＴＣカード利用を停止されている場合で、更に

第２項の各号に該当する行為をしたとき。 

（４）三会社が管理する道路において車両制限令に違反し警告を受け、警告を受

けたときから３ヶ月以内に再び車両制限令に違反した場合、又は有罪の判決

が確定したとき。 

（５）三会社が管理する道路において車両制限令に違反し、三会社から刑事告発

等を受けたき。 

（６）ＥＴＣカードを改変したとき。 

（７）第１６条のいずれかに該当し、後納料金等を支払う事が困難であると認め

られるとき。 

（８）その他、ＥＴＣカード利用者として、不適格であると認められたとき。 

 

(三会社から処分を受けた場合の措置) 

第２２条 三会社から警告・割引停止・利用停止等の重大な処分を受けた場合、共同 

利用の精神に則り甲・乙・当該ＥＴＣカード利用者連帯してその責めを負うこと

とします。この場合に発生する損害の負担割合等については、甲の理事会で決定

いたします。 
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第５章 その他事項 

 

(規則の遵守) 

第２３条 乙は、ＥＴＣカード利用に際し、三会社の定める「ETCコーポレートＥＴＣ

カード利用約款」「ETCシステム利用規程及び実施細則」並びに本規則を遵守する。 

 

(本規則の改廃) 

第２４条 甲の定款改訂、三会社の利用約款改正、その他により本規則の改廃が必要と

なった場合は、甲の理事会の承認を得るものとします。 

 

(附則) 

第２５条 この規則は、令和元年１０月１日よりこれを施行する。 

 


